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第２章 経済活動としての標準化 

 前章では、標準化が様々な意義や目的を持つことを説明した。しかしながら企業に所属

する社員にとっては、当該企業が行う経済活動の側面から標準化を理解し、必要に応じて

標準化を利用していくことを考慮する必要がある。本章においては、特に企業の経済活動

と標準化の関係において、押さえておくべき知識として、標準化が必要となる要因、標準

化の経済効果、国際標準化の必要性、有効性について説明する。 

 １９８０年代後半以降、世界の経済活動のグローバル化やネットワーク型の情報通信技

術の普及などを背景として、標準化の経済効果に関する理論的・実証的な調査研究が活発

化している。標準化に関する調査研究は、①標準化が行われる背景にある経済合理性の説

明を試みるもの、②標準化活動が及ぼす国際貿易の促進効果を評価するもの、③標準化に

よる経済成長や生産性向上へのインパクトに関する研究、④標準化のイノベーションとの

関係に関する研究など、多様な内容を含んでいる。以下では、標準化の経済効果を理解す

るために必要な基本的な概念と、経済側面から見た標準の分類について述べる。 

 企業活動のうち、最も分かりやすい製造業の活動を考えた場合、その活動は、「製品を安

く作り、沢山、高く売ること」と整理できる。実は製造業に限らず、殆どの企業はこの原

則に基づいて活動している。自社の商品を売って利潤を上げ、それを出資者に還元するの

が企業活動である。では、この企業における事業活動の観点から標準化を見た場合、標準

化にはどのような効果があるだろうか。上記のそれぞれの活動に分けて、標準化活動の効

果を見ていこう。 
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第１節 標準化が必要となる種々の要因について 

1.経済のグローバル化による国際標準化の必要性 

 近年では、技術の進展によって情報伝達のスピードが高まり、瞬時に世界中の情報が手

に入る時代になってきた。また、物流、運送なども充実してきたことから人、ものの移動

は世界規模になってきている。このような状況に対応して、我が国の多くの企業において

も、活動の場を海外にまで拡大させていることから、これまでは国内市場の動向を中心に

製品開発を実施すれば十分であったが、現在ではターゲットとする国際市場の動向を把握

した上で製品開発をせざるを得ない状況になってきている。 

 １９８０年代から１９９０年代初頭にかけては、国際標準を含めた標準はデファクト標

準が中心であった。もちろん国際的には ISO や IEC、日本国内においては JIS といったデ

ジュール標準は存在していたが、利便性の向上などを目的とした、社会貢献的な意味合い

が強いものであった。デファクト標準は、マイクロソフトのウインドウズや日本ビクター

のＶＨＳビデオ、インテルの CPU などの例が有名で、この時代にはデファクトによって標

準を獲得することが市場の独占を意味していたことから、企業の事業戦略として理解し易

いものであった。 

  

 世界中の各国、各地域においてそれぞれ異なった標準が存在すると企業にとってはそれ

ぞれの市場に合わせて仕様の異なった製品を製造する必要が生じるため、コストアップが

生じ、企業側、消費者側の双方に不利益をもたらす原因となりうる。これらをこのような

社会的な利益である利便性の面から解決しうるのが国際標準の考え方の一つとなっている。 

 

2.WTO/TBT の成立 

 １９９５年に WTO/TBT 協定が発効した。WTO は単に国際貿易の関税の撤廃のみが目的

ではなく、国際貿易の推進のために障害となると思われるものについても排除していくこ

とになっている。TBT 協定（Agreement on Technical Barriers to Trade）は、各国で用い

られている基準認証制度が技術的に貿易の円滑化の障害になるようなことを防ぐための協

定である。この協定発効以降、各国の基準認証制度は例外規定を除き、国際標準を用いる

ことが義務づけされ、国際標準の策定に関わっていくことの重要性が叫ばれることとなっ

た。 

 この WTO 及び TBT 協定については、のちの章において詳しく解説する。 
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第２節 標準化の経済効果を理解するための基本概念 

1.ネットワーク外部性 

 ネットワーク外部性（network externalities）は、多くのユーザーがネットワークに接続

すればするほど利便性が高くなる効果である。この結果、市場の拡大が促され、市場の存

在を確固たるものとするクリティカル・マスの形成に至る。ネットワークを構成する産業

は、古くは鉄道業から始まったが、近年では、情報通信技術分野が注目される。  

 ネットワークに新ユーザーが加入すると、加入済みのユーザー全体に対し、ネットワー

クを利用する際の利便性を高める（ネットワーク外部性を発生させる）。例えば、相互に独

立して連絡できない、加入者１００万人の電話ネットワークと加入者１０万人の電話ネッ

トワークでは、連絡可能な加入者数に大きな差があるため、結果として、便利さでは圧倒

的な差が発生する（加入者間の可能な組み合わせを計算すればその差は歴然である。）。ま

た、データを交換や共有する際には、同一のソフトウェアを使う方が便利になるため、利

用者が多いソフトウェアであればあるほど、価値が高まると考えられる。 

 結局のところ、ネットワーク外部性の意味するところは、広範なユーザーを獲得したネ

ットワーク技術を選択する方がより望ましい結果に結びつくというものである。 

 ネットワーク外部性は、ネットワーク接続により直接的に便益が発生するケース（電話

加入者数、新たな FAX 機の追加導入等）の他に、ネットワークに伴う周辺市場（ネットワ

ークで利用可能なソフトウェアの存在等）からの間接的なネットワーク外部性も存在する。 

 

2.スイッチング・コスト 

 スイッチング・コスト（switching costs）は、ある標準（技術体系）から別の標準に切

り替える際に発生するコストである。特定の標準（技術体系）に対して投資を進めてきた

場合、その利用期間が長ければ長いほど、投資額が大きければ大きいほど、標準（技術体

系）の変更に伴うコストは大きくなる。技術の変更に伴う追加コストが大きいほど、事業

者による標準（技術体系）の変更は難しくなる。特に、情報通信分野など、技術革新の速

度が速い分野では、想定されるスイッチング・コストの規模如何で、技術体系が変化する

可能性も大きく影響を受けるため、企業の戦略的な意志決定に当たっては、スイッチング・

コストの存在を十分に評価することが必要となる。 

 現実に大きなスイッチング・コストの存在は、標準の使用者が、既存標準の使用を取り

やめや別の標準への変更を躊躇させてきた。QWERTY のキーボードレイアウトのように、

スイッチング・コストが過度に大きくなった場合、標準は一つに固定されることとなる。 
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3.バンドワゴン効果 

 バンドワゴン効果（bandwagon effect）は、一般に、他人の消費量が多ければ多いほど、

自らの消費の効用が上がるという経済学上の概念である。標準分野におけるバンドワゴン

効果では、まず、最新技術を保有する市場参加者が特定の標準を公開したのを受け、その

他の市場参加者はその標準が優勢であると聞き、その標準に流れていく現象が生まれる。

この結果、標準を公開した企業やそれに続く企業群との間で互換性の確保等のメリットが

急激に拡大していく。 

 最初に標準を公開した企業は、技術と標準の公開により、新たな市場参入による市場競

争の激化などのリスクに直面してしまうが、当該技術に対する評価や噂や期待が高まれば

短期間で市場の成長を確実に実現できるという利点が生まれる。 

 

4.情報の非対称性 

 情報の非対称性（information asymmetries）は、生産者が商品の品質の詳細を把握して

いるのに対し、消費者は購入する商品の品質を購入後まで知らないという状況を示す経済

学上の概念である。情報の非対称性により、消費者が品質の差を見分けられない場合、高

品質であっても価格が高い商品は、低品質で価格が安い商品の前で、競争力を発揮できず

市場を喪失する可能性がある。標準は、あらかじめ品質や安全性に関する条件を決定する

ものであるため、情報の非対称性に対する一つの対応策と考えられる。 
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第３節 企業から見た標準化の効果 

1.安く作る（コストダウン） 

 まず最初に、「安く作る」ことを考えよう。製品を安く作るためには、製品を安価に開発・

設計し、原材料を安価に入手し、製造工程の整備や人件費の削減などで製造コストを下げ、

さらに流通コストを下げるなど、様々な工夫が考えられる。これらの活動に、標準化はど

のような効果を与えるだろうか。 

(1)社内標準化によるコストダウン 

 標準化の効果として最も分かりやすいのが、製造工程の標準化による製造設備や人材の

効率的活用によるコストダウンである。これは標準化により生産性の向上を図ることに他

ならない。多くの自動車メーカーが実施している製造ラインにおける職能工の活用による

多車種同時生産は、この標準化活動の賜物と言えるだろう。 

一歩進んで、例えば車体の共通化などをすれば、これは部品点数の削減によるコストダウ

ンに繋がる。複雑な組み立て産業であればあるほど、ネジやばねなど、標準化することで

部品点数を削減できる可能性は高く、それがコストダウンに繋がるのである。 

(2)業界コンセンサス標準化によるコストダウン 

 ここまでは社内における標準化効果であったが、例えば業界で一致して部品や原材料、

製造設備の標準化を行うなど、業界全体で標準化を行えば、市場の拡大による価格競争効

果により調達における更なるコストダウンが期待できる。この例としては、半導体業界が

300ｍｍウェハ導入に併せて行ったウェハ搬送システムの標準化が分かりやすいだろう。ウ

ェハサイズの変更による設備開発には巨大な投資が必要であるため、半導体業界は全世界

で一致して搬送システムの開発と標準化を実施した。これによって需要が拡大したことで

価格競争が起こり、搬送システムの価格は四分の一になったと言われている。このように

調達したい物資・設備を標準化し価格競争を起こすことでコストダウンすることも重要な

標準化の活用と言えるだろう。 

 このウェハの事例でも見られるように、業界全体での標準化は、調達価格のコストダウ

ンだけでなく、その開発費用を各社が分担することとなり、その削減にも繋がる。さらに

業界全体が当該標準化製品を使うことを合意すれば、この領域における差別化競争が必要

なくなるため、継続的な技術開発コストの低減にも繋がるだろう。また後発企業にとって

は、標準化は参入コストの低減に大きな役割を果たすだろう。このことは、後で述べる標

準化の市場拡大効果に大きく影響することとなる。 

 さらに業界で標準化を合意すれば、その部分について異なった製品を製造する必要がな

くなるため、製品種類の削減によるコストダウンも実現できる。ＮＴＴがリードした光コ

ネクタの標準化には、交換機メーカーも参加していたが、彼らのメリットの一つはコネク
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タ部分が標準化されることで、その部分における製品バラエティが不要となることであっ

た。 

(3)標準化と認証を活用したコストダウン 

 第三章で学んだように、標準化活動により作成された規格への適合性を評価し証明する

のが認証である。この認証を活用したコストダウンもある。例えば製品製造のために調達

する物資については、JIS マーク製品など、品質などが認証により保証されている部品・材

料を入手することにより、受け入れ検査等のコストを削減することが可能となる。ＩＳＯ

９００１などの品質マネジメント認証を獲得した企業からの調達も、認証を活用したコス

トダウンに活用できる可能性がある。 

 しかしもう一つ重要なのが、出荷する製品の認証を得ることによるコストダウンである。

第三章で述べたように、製品認証などの適合性評価は原理的には製品の差別化に資する制

度であるため、認証の獲得は製品の価値を高める反面、認証のためのコストアップになる

ように思われる。 

 しかし、実際に実施されている認証制度の多くは、製品の差別化を実現することが目的

ではなく、製品が必要最低限の品質や安全確保を実現していることを証明する制度として

運用されている。元々製品の高品質化や安全確保には上限というものがないため、この部

分が競争領域となると、企業にとっては大きなコストアップ要因となるのである。そこで

規格を活用し、規格の要求事項を満たしていることをもって、必要な品質や安全を確保し

ていることを証明し、必要以上のコストをかけないで済むようにしているのである。 

 このため、もしこの領域を差別化領域としたいならば、標準化する必要はない。例えば

製品の大半の機能が標準化され、リニアな競争領域が燃費と安全性に集中しつつある自家

用車では、安全性に関する製品標準化を行おうという動きは見られない。 

(4)コストダウンの評価 

 このような標準化のコストダウン効果については、標準化団体を中心に様々な分析が進

められている。まずＩＳＯでは、1970 年代後半に標準化の便益を広く一般に知らしめるた

めのプロジェクトが開始され、過去の 17 の文献を整理し 1982 年にその報告が纏められた

（ISO 1982）この中では、標準化によって得られるコストダウン効果を「標準化収入」、標

準化活動に必要なコストを「標準化コスト」と定義し、その両者を比較することで標準化

の便益を定量的に示すアプローチが見られる。また、2000 年にドイツの DIN が発表した「標

準化の経済的利益」という報告書も企業にとっての標準化のメリットを様々な観点から報

告しているが、その大半は製造・販売・研究開発活動において標準がコストダウンに役立

つというものであった。さらに国連工業開発機関（UNIDO)が中小企業向けに配布した報告

（UNIDO 2006）においても、標準がメーカーに与える利益として、製造プロセスの合理

化、材料や労働力の節約、原料・完成製品の品目削減、製造原価の低下の四点を指摘して

おり、標準のコストダウン効果に注目している。 

 このように、標準化の効用として最も典型的で理解しやすい効果がコストダウンである
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が、このコストダウン効果のうち、業界が一致して行うようなオープンな標準化によるコ

ストダウン効果は、実は標準化のもう一つの重要な機能である「市場拡大」によってもた

らされているのである。つまり、共同コストダウンは、標準化活動による市場拡大効果の

直接効果を利益の拡大ではなく、コストの削減という形で受け取っているに過ぎないので

ある。これを理解するため、次に、標準化の本質的一次機能である「市場拡大」について

見てみよう。 

2.沢山売る（市場創設・拡大・維持） 

 さて、次の標準化効果である「市場の創設・拡大・維持」について、その仕組みと影響

を分析してみよう。これについては、大きく３つに分けて検討する。一つが市場を創設し

てそれを成長させる機能であり、もう一つが、他の市場に進出することで、その製品の販

売できる市場を拡大すること、そして最後が、成立した市場をできるだけ長く維持するこ

とである。 

(1)市場の創設と成長による拡大 

 標準化による市場の創設効果は大きく二つの作用により実現される。一つは、その製品

の購入者が、製品が標準化されていることで品質や安全性、それに長期安定供給に対する

安心感を持つことであり、購入者が一般消費者の場合、その製品が主流になるというメジ

ャー感も市場拡大の大きな牽引力となる。もう一つは供給側にとって製品が標準化されて

いることで技術の公開や製品種別の減尐による技術的参入バリアが低下することと、製品

の主流化による市場失敗リスクの低減が実現されるということである。現実的には、まず

消費者の増加が先行し、消費者が標準化された製品を優先的に選択していることが明白に

なった時点で、多くの企業がその製品に参入し、急激に市場が拡大することになるのが普

通であろう。 

 このような市場拡大効果は当然ながら、技術の単純化・固定化範囲が広いほど大きいこ

とになり、ユーザーの多様性・個性要求を無視すれば、ある製品全ての仕様を全て標準化

することが最も市場拡大効果が大きいはずである。つまり、標準化の市場拡大効果を大き

くするためには、できるだけ多くの仲間を集め、できるだけ詳細に製品全体を標準化する

ことである。この典型とも言えるのが、自転車とミシンであり、日本の自転車産業、ミシ

ン産業は標準化によって成長・拡大し国際競争力をつけたといわれている。例えば自転車

では、あらゆる部品が詳細に標準化され、例えばハンドルのグリップを一種類製造すれば、

そのグリップを大半の自転車に取り付けることが可能となっている。つまり、ハンドルの

グリップ一種類を製造する力さえあれば、自転車産業という大きな輸出産業（戦前）に参

入することが可能なのである。これにより自転車産業には多くの中小企業が参入し、日本

の自転車産業全体を発展させる原動力となった。 

 しかし、この「市場の拡大」は企業利益に直結しないことに注意を払う必要がある。前
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述のコストダウン効果は、それそのものが企業利益であった。しかし、市場拡大は、その

製品全体の市場が拡大することであり、決して各社の売り上げが拡大することとイコール

ではない。市場が拡大しても、自社の製品シェアが下がれば、自社の利益は伸びないので

ある。それどころか、標準化により参入者が増加するため、その製品は製造技術の工夫に

よる激しい価格競争にさらされることになり、仮にシェアを維持しても利益が減尐する可

能性さえある。価格の低下は、ユーザーにとってはコストダウンとして大きなメリットを

得ることは前に述べた通りであり、これにより製品のさらなる市場拡大に繋がるが、製造

者にとっては利益の減尐を意味していることに注意しなければならない。前述の自転車産

業も、自転車関税の廃止と同時に安価な海外製品の流入にさらされ国内市場の大半を失っ

たのは周知の事実である。このような標準化にともなうデメリットについては、後で詳細

に議論する。 

(2)新市場との接続による市場拡大 

 標準化による市場拡大のもう一つの効果が、インタフェース標準の整備による市場の接

続である。これは、ある市場の製品に対し、それまで、その製品が利用されていない市場

との間にインタフェース標準を整備することで、新しい市場を開拓することである。 

 例えば IBM－PC はオフィス用パソコンとして発売され、業務用として普及が進んだが、

PC-AT の発売と同時に標準化した AT バスを活用して、音楽や画像など、新しい市場の周

辺機器が多数接続できるようになり、新たな市場に参入した。 

 また、デジタルカメラはパソコンの周辺機器として生まれ、撮影した画像はパソコンで

保存し、パソコンのプリンタで印刷する製品であった。しかし、メモリカードのファイル

フォーマットを標準化し、さらに DPE ショップへのデータ受け渡しフォーマットの標準化

を行うことで、パソコンを所有していなくても、デジタルカメラを購入し利用することが

可能となり、デジタルカメラがパソコン市場から独立し、完全にカメラ市場を席巻するこ

とになった。さらに、プリンタとのインタフェースを標準化し、プリンタとの直接接続が

可能になることで、プリンタがパソコン市場とともに、デジタルカメラ市場という巨大な

市場を手に入れることになった。デジタルカメラを意識した高画質プリンタは、パソコン

用エントリープリンタに比べ価格低下が起こりにくく、プリンタ業界の活性化を促してい

る。 

 このように、インタフェース規格を整備することで、それまでその製品が使われていな

かった市場に進出することは、市場開拓の重要な手法であり、標準化を事業活動に活用す

る上で、忘れてはならない機能といえよう。 

(3)市場の長期維持 

 市場の拡大には、ある時点での市場規模の拡大と同時に、積分値としての市場の拡大を

考えることも重要である。つまり、製品寿命を長くし、長期に亘って市場を維持する事業

戦略も重要な課題である。この戦略に大きな役割を果たすのが、標準化によるロックイン

効果である。ロックイン効果やスイッチングコストについては第一章において解説したが、
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標準化により市場が拡大し、その占有率が高まれば高まるほど、また、その製品の利用方

法の習得に係る学習コストが大きいほど、その製品のロックイン効果が高まり、市場が長

期に亘って安定することになる。その為にも、標準化により市場を拡大することは重要な

戦略となる。 

 但し、このロックイン効果は、新技術の導入に当たっては障害となるため、先進的でイ

ノベーティブな製造業者、先進的ユーザーともに、デメリットになる可能性があることに

注意する必要がある。 

 このようなロックイン効果の弊害はワープロソフトや表計算ソフトなど、ソフトウェア

の世界では良く見られる現象であるが、最も有名なのは QWERTY キーボードの例であろ

う。QWERTY キーボードは 1870 年頃から利用されており、当時の打鍵式タイプライター

において、文字を打つ活字バー同士がジャミングしないように、打鍵速度の効率性をある

程度犠牲にして考案された配列である。このため、タイプライターのシンポに合わせ、も

っと入力効率の良いキーボードが開発されており、例えば 1932 年に特許を獲得しているド

ボラック配列は、英語入力において高速入力を追及したキー配列となっている。 

 しかし、一旦 QWERTY キーボード配列によってタイピングを学習した人の移行コスト

（スイッチングコスト）が大きすぎ、移行が起こらず、コンピュータ時代の現代において

も、QWERTY キーボードが継続的に使われているのである。 

 日本企業の利点は技術力であり新製品の開発力であることを考えれば、この標準化によ

るロックイン効果をうまくコントロールする戦略も重要な課題であろう。 

3.高く売る（差別化） 

(1)認証を利用した差別化 

 ここまでで述べたように、「安く作る（コストダウン）」と「沢山売る（市場拡大）」では

標準化が大きな役割を果たすことが知られている。しかし、「高く売る（差別化）」に関し

ては、製品の標準化は、それを阻害する方向にしか働かない。製品標準化が製品を均一化

する（差別化させない）方向の活動である以上、それは当然のことである。しかし、認証

を組み合わせることで、標準化を差別化に利用できることもある。 

 前に述べたように、製品認証の多くは、その製品が必要最低限の品質や安全性を保って

いることを証明するものであり、認証の獲得は製品差別化に積極的には結びつかないのが

普通である。しかし、その規格のレベルが高く、誰もが実現することは出来ないレベルで

あった場合、それは製品差別化に貢献することになる。この代表例が、社団法人自転車協

会が実施している BAA マーク制度である。BAA 制度は、日本企業製の自転車を中国製な

どの製品と差別化するために、厳しい安全検査基準をパスしたものにだけ与えられる認証

制度で、輸入品に席巻された日本市場において安全性の高い自転車を選択する基準として

活用されている。ホルムアルデヒド放散量が尐ない建材や塗料などが表示できる☆☆☆☆
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（フォースター）マークも、製品差別化に大きく役立っている。品質管理マネジメントシ

ステム規格である ISO-9001 の適合認証などは製品そのものではなく、製品を製造する企業

の差別化にある程度の役割を果たしているといえるだろう。 

(2)試験・検査方法規格を利用した差別化 

 ここで BAA マークや☆☆☆☆マークの本質が、製品規格というより、製品の試験・検査

規格で一定以上の値を出すことで合格しているということに注意すれば、試験・検査方法

規格が製品差別化に大きな役割を果たすことは容易に想像できるはずだ。 

試験・検査方法規格とは、前に述べたように方法規格の一種であり、製品などの様々な性

能・性質を試験・検査するための規格である。このような規格は、市場が立ち上がるとき

には、旧来製品を代替する上で大きな役割を果たすため、例えば白熱灯しか存在しない電

灯市場に蛍光灯を投入するときのように、それまでになかった新しい技術で同等の機能を

果たす製品を導入する場合、必ず整備すべき規格といえるだろう。 

 このようにして、市場の創設期においては市場拡大に大きな役割を果たす試験・検査方

法規格が、市場飽和期には、製品の差別化を促進する機能を果たすようになる。前述の蛍

光灯の例でも、蛍光灯市場が伸びてくると、同じ試験・検査方法規格が、各社の蛍光灯の

性能比較に利用されるようになるのである。このようにして、試験・検査方法規格は、製

品の差別化に大きな役割を果たすことになる。 

 ここまでの説明で、製品の差別化を阻害する製品規格に比べ、製品の差別化を促進する

試験・検査規格にはメリットが多いように見えるが、試験・検査方法規格にも重大なデメ

リットがある。それは、技術漏洩に繋がりやすいということだ。勿論、製品規格はその製

品の仕様そのものを規格化するので、性能規格化などの工夫をしない限り、製品の模倣は

簡単である。しかし、製品規格の場合、その技術移転を容易にしていくことを目的とした

標準化も多く、技術移転が容易であることがデメリットとは限らない。 

 しかし、試験・検査方法規格の場合、規格が試験・検査するのは、まさにその製品の最

も重要な技術部分であり、製品差別化力の源泉部分である。このため、その部分の試験・

検査方法を公開することは、技術開発目標を公開することに等しい。研究開発活動におい

て、最も困難なのが技術開発目標を設定することであり、その目標を公開することは他社

の研究開発活動を大きく支援することになるのである。このような試験・検査方法規格の

デメリットも知った上で、製品規格と試験・検査方法規格の使い分けをしていくことが重

要である。 

4.標準化のメリット・デメリット 

 以上、企業の事業活動の観点から標準化の影響を見てきた。そのうち、特に企業活動と

関係の深い製品標準化についてメリット、デメリットをまとめたのが表 5-１である。この

表を見ても分かるように、標準化には事業に対する様々なプラス効果があるが、同時にマ
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イナス効果を持っていることに注意して事業活動に標準化を活用していくことが必要であ

る。 

 特に重要なポイントは、標準化により市場は拡大するが、製品差別化が困難になり価格

競争になってしまう可能性が高いことである。つまり標準化活動は、標準化活動参加者全

体の総量としては業界の成長に大きな貢献を果たすが、一企業としてみた場合、企業の競

争力を削ぐ可能性があるということだ。これを防ぐためには、各企業が標準化した領域以

外に得意分野を保有し、標準化により拡大した市場において、単なる価格競争に巻き込ま

れず、製品の性能で自社製品を高く売ることを実現しなければならない。もし価格競争に

参入してしまったら、日本企業が人件費の安いアジアなどの振興工業国に勝つことは殆ど

不可能である。 

 もう一つ重要なことは、標準化活動の結果は、取り消すことができないということだ。

一旦標準化されたら、その部分は永遠に「標準」であり、それが変更されるのは、新しい

技術により、その部分か画期的に改良された場合だけである。それまでの間、標準化され

た技術は公共財として、誰でも安価に利用できる状態となる。このため、標準化された技

術は、それをすぐに活用しなければ、自社だけが不利を被ることになりかねないことも重

要なポイントだ。企業はこのような標準化の事業影響を十分に把握して標準化活動と事業

活動をリンクさせていくことが重要である。 

 

 表２－1 標準化のメリット・デメリット 

 供給者側 需要者側 

メリット 参入コストダウン 

製造コストダウン 

研究開発コストダウン） 

市場拡大・長期安定 

調達コストダウン 

調達量・品質の安定 

 

デメリット 技術漏洩 

製品差別化困難 

販売価格低下 

非標準品市場開発困難 

製品選択肢の減尐 

導入製品の入れ替え困難 
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第４節 デファクト標準とフォーラム標準 

1.デファクト標準の成立 

 デファクト標準については第一章で簡単に整理したが、デファクト標準は同じく第一章

で解説した「標準化活動」の結果成立するものではない。第一章の「標準化」の定義は、

参加者が話し合いによって規格を作成する、いわゆる「コンセンサス標準」化活動を定義

したものである。 

 これに対し、1980 年代後半に企業活動に大きな影響を与えた「デファクト標準」とは、

企業の事業活動の結果、特定企業の製品が市場をほぼ占有し、その製品にネットワーク外

部性があるために、その製品が用いるインタフェースなどを利用しなければ、その市場に

参入することができなくなった状態を指している。つまり、標準を獲得したのではなく、

特定製品が市場を獲得したために、その製品技術が標準（のように）になってしまったの

が、いわゆるデファクト標準だ。 

 このため、デファクト標準を成立させる活動とは、企業の基本的活動である市場シェア

の確保戦略、つまり、技術力、営業力、販売力、宣伝力など、企業の持つ力を結集して製

品の販売を拡大する活動に他ならない。 

 しかし、デファクト標準の成立は、単なる市場占有にはない重要な意味を持っている。

それは、ネットワーク外部性があるために、ある程度普及すると、ネットワーク外部性の

効果で急速に市場占有が進み、他の技術製品を市場から駆逐してしまうということだ。さ

らにその標準のロックイン効果が高いため、市場が長い間占有できる。これはまさに「標

準の効果」の一つであり、結果的に獲得した「標準」であっても、そのメリットは企業に

多大な恩恵を与えるのである。 

 そして、デファクト標準が通常の標準化活動により成立した標準と異なるのは、その標

準技術の利用を開発者が占有することが出来るということだ。前に述べたように、コンセ

ンサス型の標準であれば、その技術の利用は基本的に公開されており、多くの社がその製

品製造に参入することになる。独禁法上も、標準化技術を占有することは問題である。し

かし、デファクト標準であれば、その技術は知的財産として特許法で保護することが可能

であり、その状態であれば占有することも可能となっているのだ。このため、デファクト

標準となった技術は、改良技術などによる置き換えが生じ難く、長期に亘って市場を占有

することが可能になるのである。 

 逆に、市場を獲得できなかった製品技術は市場を失い、その開発コストはサンクコスト

となる。このため熾烈なデファクト競争が市場で行われることになる。このデファクト競

争として最も有名なのが家庭用ビデオにおける VHS とベータの争いであった。 

家庭用ビデオの場合、当初はネットワーク外部性が存在しないため、市場は分割され、双
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方の方式がシェアを高めていた。しかし、ある程度普及が進むと、ビデオテープの貸し借

りが始まり、それがレンタルビデオとしてビジネス化するに至って、ビデオカセットフォ

ーマットにネットワーク外部性が発生した。その結果、シェアで優位にあった VHS 方式に

市場全体が大きく傾くことになったのである。このようにネットワーク外部性を持つ市場

では、最終的に勝者が市場の総取りを実現する結果となることが多く、企業にとって買っ

た場合のリターンも、負けた場合のリスクも大きい活動ということができる。 

2.デファクト標準獲得からフォーラム標準化へ 

 ここまで見てきたように、デファクト標準の獲得は、その製品を開発した企業にとって

メリットが大きい。しかし、技術が複雑化し、技術開発速度が速まっている現代において、

一つの製品の技術を一社で開発するのは不可能になっており、また市場が立ち上がり始め

た後の普及スピードが早いため、如何に競争製品よりはやくネットワーク外部性の効果が

出る規模まで市場を拡大するかが事業上最も重要なポイントとなっている。このため、先

行者が普及させたい製品のうち、ネットワーク外部性に影響の大きいインタフェースなど

の技術をオープンにして他社の参入を促す「デファクト標準のオープン化」が行われるこ

とが増えている。これにより参入者が増加することで早い段階でネットワーク外部性の効

果が高まり、その製品のシェアが急速に高まることが期待できるのである。 

 しかし、前に述べたとおり、参入者の増加は企業利益に結びつかない可能性があること

に注意する必要がある。市場確保を重視して技術をオープン化しすぎると、当該技術の開

発コストを上乗せする必要のない後発参入社が低価格攻勢で先発社の市場シェアを奪うこ

とに繋がるからだ。このように技術のオープン化で市場を拡大したものの、開発者が利益

を失う事例が多く見られる。IBM-PC とクローンメーカーがその良い例だろう。 

 しかし、一社でのデファクト標準獲得が困難である以上、このような動きは拡大せざる

を得ない。それがフォーラム標準の増加である。図 5-1 は IT 分野においてフォーラム標準

化活動が増加していることを示している。９５年以降、フォーラム活動が急速に増加し、

2000 年以降はフォーラム数の増加は頭打ちとなったものの、ネットワーク外部性の根源と

なる実装仕様や相互接続性（インタフェース）に関するフォーラムは依然として増加して

いることがわかる。このように、「一社で市場を取ってデファクト標準となる」ビジネスモ

デルは、「仲間で標準を普及し市場を取る」ビジネスモデルへと大きく変化しているのであ

る。 

3.フォーラム標準の本質 

 前項で見たように、フォーラム標準化はデファクト標準獲得の派生戦略として徐々に拡

大してきた。このため、フォーラム標準化活動は、デファクト標準獲得活動の一部として
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認識され、フォーラム標準化によって作成された規格もデファクト規格と呼ばれることが

多い。しかし、製品が市場を獲得することで『事実上の』標準となったデファクト規格と、

市場を拡大するために関係者が集まって話し合い、『コンセンサス』で作成したフォーラム

規格とは、全く性格が異なることを認識する必要がある。その最も大きな違いが、特許等

の知的財産の扱いである。 

 デファクト標準では、知的財産は開発一社が占有しており、その他社へのライセンス可

否やライセンス料率は自由に決定することができる。このため、ライセンスを全く行わず、

自社で市場を独占することも可能である。この結果、デファクト標準獲得＝市場獲得は利

益確保と表裏一体であるため、企業にとっては、どのようにしてデファクト標準を獲得す

るかが最も重要な問題となるだろう。 

 しかし、フォーラム標準では、通常はパテントポリシーにより、その標準に包含される

知的財産はリーズナブルな価格で誰にでもライセンスすることが求められている。多数の

特許を包含する場合、パテントプールが組織されることもあるが、パテントプールの運用

には独禁法上の様々な制限が掛かり（公正取引委員会 2005）、ライセンス条件を相手によ

って変更することは困難である。仮にパテントポリシーなどが存在しない数社の集まりで

あっても、複数者での合意によるライセンス制限は独禁法上の問題となる（公正取引委員

会 1999、 2007）ため、これらの技術は安価に開放せざるを得ない。 

 このため、フォーラム標準に包含された技術は標準作成者やフォーラム参加者によって

独占することができず、逆に標準作成による技術導入バリアの低下などを受け、誰もが利

用しやすい技術となる。つまり、フォーラム標準を作成することは、その標準に含まれた

技術に関して自社の市場シェアを下げる方向にしか標準化効果は向かないのである。 

 このように、フォーラム標準はデジュール標準と同じく「コンセンサス型」の標準であ

る。その効用もデジュール標準と近い。但し、デジュール標準に比べ、短期間で先端技術

を活用した標準を作成できるという利点と、組織の信頼性が確保されておらず標準の技術

やそのメンテナンスに対する信頼性が低いという欠点を有している。 

 前項で見てきたように、デファクト標準の獲得は純粋な意味では標準化活動ではないが、

結果的に獲得した標準技術は、標準としての様々な効果を有している。もし一企業がこれ

を実現できるなら、事業戦略上は最も大きい利益を得ることができるだろう。 

 しかし、現代の技術環境は、一社によるデファクト標準の獲得を困難にし、フォーラム

による標準化活動が市場獲得のツールとして多用されるようになってきている。ところが、

このフォーラム標準はデファクト標準と異なり、占有することが出来ないため、企業にと

って市場を他社に開放することに繋がるのである。この違いを理解して事業戦略を設定す

ることが重要な企業活動となりつつあるのである。 
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第５節 デジュール標準の価値と活用 

1.企業におけるデジュール標準の価値 

 さて、本章の最後にデジュール標準の企業から見た価値について整理してみよう。言う

までもなく、デジュール標準とは、ISO などの国際標準化機関や ANSI、JISC などの国家

標準化機関において、ルールで定められた手順を踏んで作成された標準のことである。 

 このデジュール標準の最大の価値は、規格の信頼性の高さである。その規格が利用され

る市場全体の参加者が話し合いによって作成し、合意ルールによって採択した規格である

ため、技術的完成度が高く、普及が早いことも期待できる。さらに規格のメンテナンスシ

ステムが確立しているため、技術の陳腐化が起こらず定期的に利用価値の高い規格に改訂

されることが保証されている。さらに、特許との関係や著作権問題などもクリアされてい

ることが普通であり、利用における安心感も高い。さらに、前にも説明したように、ISO

などの国際規格であれば WTO/TBT 協定などによって各国の国家規格に反映され、市場が

グローバルに展開することが期待できる。 

 しかし、当然ながらデジュール標準にも欠点がある。その代表的なものが、作成に時間

がかかることである。ISO 規格などの作成には、3 年程度の期間が必要となるのが普通であ

り、改訂にも同じような期間が必要となるため、最新技術の規格化を行うのには向いてい

ない。 

2.デジュール標準獲得のための活動 

 そして、デジュール規格の最大の問題は、規格作成への参加者が多いため、自ら提案し

た規格原案がそのまま規格になることは尐なく、多くの修正意見により、当初目的として

いた規格と異なったものが標準化されてしまう可能性があることだ。つまりデジュール標

準では、規格原案のコントロールが極めて困難になるのである。 

 この解決策としては、第一に、完成度の高い規格原案を作成することだ。完成度が高く、

利用しやすい原案を作れば、標準化活動に参加したメンバーからの合意も得やすく、修正

意見を出されることも尐なくなる。この原案作成に大きな役割を果たすのがフォーラムだ。

前節で述べたフォーラム標準化活動は、それで終るのではなく、その規格をデジュール標

準に持ち込むことを常に検討すべきであろう。 

 第二に、その原案に賛成してくれる仲間を集めることだ。例えば ISO の場合、5 か国の

メンバーが集まらなければ、標準化活動を開始することが出来ない。また、規格の修正意

見が出た場合も、それに反対する仲間が沢山いれば、阻止することが可能である。この標

準化活動の仲間作りは、標準化を自らにとって勝ちある方向に導くうえで必須の活動であ
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り、そのためにこれらの仲間で共有できる標準化の価値を見出していくことも重要な課題

である。 

 第三に重要なのは、議論をリードできる幹事や議長、そしてコンビナーのポストを積極

的に確保することだ。標準化活動に参加するメンバーは、当然公平な票を持っているが、

やはり議論を先導する幹事や議論を裁く議長、その両方の権限を持つコンビナーのポスト

を得ることは、規格を自らに有利な方向にまとめる上で大きな力となる。これらのポスト

の獲得には、日ごろからの広い交友と高い教養、そして人としての魅力が必要である。 

 最後に、ファーストトラックや PAS など、迅速法と呼ばれる方法を活用して規格を作成

することも検討する価値がある。このような方法を活用すれば、準備した原案を一切の変

更なしにデジュール標準化することが可能となる。以上のような様々な手法をうまく組み

合わせて、自らにとって望ましい規格をデジュール標準化していくことが、企業にとって

重要な標準化戦略であろう。 

3.コンセンサス標準活用の基本的考え方 

 ここまで見てきたように、デジュール標準もフォーラム標準も、どちらも「話し合いに

よって標準を決定する」標準化活動であることが分かる。このような標準を「コンセンサ

ス標準」と呼ぶが、第一節で議論した標準のメリット・デメリットも、基本的にはこのコ

ンセンサス標準に関することであった。このようなコンセンサス標準と、前節で述べたデ

ファクト標準との最大の違いは、標準の知的財産としての価値である。 

 デファクト標準では、その標準中に包含された特許などの知的財産は、デファクトを獲

得した社が占有できる。このため、デファクト活動により獲得した市場を、特許を利用し

て占有し、その市場からの利益を独占することも可能である。だからこそ、各社は社運を

かけてデファクトの獲得競争を繰り広げてきたのである。 

 しかし、コンセンサス標準の場合、基本的にその標準化された技術は、だれでも自由に

無料で利用できるのが基本である。つまり、その技術に知的財産としての価値は全くなく、

開発した社のメリットもない。勿論、コンセンサス標準であっても、その中に有償の特許

を含む形で規格が作成されることもあり、そのルール等については第六章で詳細に解説す

るが、基本的にはこのような特許は市場を拡大するために組み込まれるものであり、資産

価値として考えるべきではない。 

 このため、コンセンサス標準は、第一節で述べたような様なメリットとデメリットを包

含するものとなり、使い方次第で、企業にとって利益を生む源泉となる場合と、利益を失

わせる原因となる場合があるのである。このメリット・デメリットを十分に把握し、コン

センサス標準化活動と、その周辺における特許化・差別化活動を組み合わせることで、コ

ンセンサス標準の市場拡大・コストダウン効果を最大限に享受し、利益を上げる仕組みを

構築することが重要である。 
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 つまり、コンセンサス標準の活用で最も重要な第一歩は、何を標準化することが最も自

社にとってメリットがあるかを知ることだ。それがなければ、如何に標準獲得のテクニッ

クや組織を準備しても意味がない。何を標準化するかを決定し、その規格に多くの社の賛

成を得てコンセンサス標準化を達成すること。この一連の活動を計画的にかつ迅速に行う

ことが企業活動に標準化を活用する上で、最も基本的なことである。 

 以上述べてきたように、企業から見た場合のコンセンサス標準化の役割は、市場拡大と

コストダウンであり、言い換えれば「非競争領域の創出」である。標準化した部分は、他

社との競争を回避することが可能となり、競争領域に資源の集中投入をすることが可能に

なるのである。つまり標準化とは、企業にとって、最も競争したい領域の周辺、競争領域

にはしたくない領域において実施すると効果的な活動である。企業にとって、本当に重要

な収益源、得意技術の部分は絶対に標準化してはいけない。それは、自らの利益を失うこ

とにつながるからである。 


